
令和6年6月3日現在

業務の区分 当該業務に係る行政文書の類型 具体例
保存
期間

保存期間終了時
の措置

⑴行政手続法第２条第３
号の許認可等（以下「許
認可等」という。）に関
する重要な経緯

許認可等をするための決裁文書その他
許認可等に至る過程が記録された文書

・審査案
・理由

許認可等の効
力が消滅する
日に係る特定
日以後5年

廃棄

⑵行政手続法第２条第４
号の不利益処分（以下
「不利益処分」とい
う。）に関する重要な経
緯

不利益処分をするための決裁文書その
他当該処分に至る過程が記録された文
書

・処分案
・理由

処分がされる
日に係る特定
日以後5年

廃棄

①不服申立書又は口頭による不服申立
てにおける陳述の内容を録取した文書

・不服申立書
・録取書

②裁決、決定その他の処分をするため
の決裁文書その他当該処分に至る過程
が記録された文書

・弁明書
・反論書
・意見書

③裁決書又は決定書 ・裁決・決定書

①訴訟の提起に関する文書 ・訴状
・期日呼出状

②訴訟における主張又は立証に関する
文書

・答弁書
・準備書面
・各種申立書
・口頭弁論・証人等調書
・書証

③判決書又は和解調書 ・判決書
・和解調書

⑴許認可等に関する重要
な経緯

許認可等をするための決裁文書その他
許認可等に至る過程が記録された文書

・審査案
・理由

許認可等の効
力が消滅する
日に係る特定
日以後5年

廃棄

⑵不利益処分に関する重
要な経緯

不利益処分をするための決裁文書その
他当該処分に至る過程が記録された文
書

・処分案
・理由

処分がされる
日に係る特定
日以後5年

廃棄

10年 廃棄ただし、以下
について移管
・法令の解釈やそ
の後の政策立案等
に大きな影響を与
えた事件に関する
もの

2 法人の権利義務の
得喪及びその経緯

標準文書保存期間基準（第七管区海上保安本部総務部総務課）

事　項

個人又は法人の権利義務の得喪及びその経緯

1 個人の権利義務の
得喪及びその経緯

⑶不服申立てに関する審
議会等における検討その
他の重要な経緯

裁決、決定そ
の他の処分が
される日に係
る特定日以後
10年

廃棄ただし、以下
について移管
・法令の解釈やそ
の後の政策立案等
に大きな影響を与
えた事件に関する
もの

⑷国又は行政機関を当事
者とする訴訟の提起その
他の訴訟に関する重要な
経緯
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業務の区分 当該業務に係る行政文書の類型 具体例
保存
期間

保存期間終了時
の措置

事　項

①不服申立書又は口頭による不服申立
てにおける陳述の内容を録取した文書

・不服申立書
・録取書

②裁決、決定その他の処分をするため
の決裁文書その他当該処分に至る過程
が記録された文書

・弁明書
・反論書
・意見書

③裁決書又は決定書 ・裁決・決定書
①訴訟の提起に関する文書 ・訴状

・期日呼出状
②訴訟における主張又は立証に関する
文書

・答弁書
・準備書面
・各種申立書
・口頭弁論・証人等調書
・書証

③判決書又は和解調書 ・判決書
・和解調書

職員の人事に関す
る事項

①計画の立案に関する調査研究文書 ・外国・自治体・民間企業の状況調査
・関係団体・関係者のヒアリング

②計画を制定又は改廃するための決裁
文書

・計画案

③職員の研修の実施状況が記録された
文書

・実績

⑵職員の兼業の許可に関
する重要な経緯

職員の兼業の許可の申請書及び当該申
請に対する許可に関する文書

・申請書
・承認書

3年

⑶退職手当の支給に関す
る重要な経緯

退職手当の支給に関する決定の内容が
記録された文書及び当該決定に至る過
程が記録された文書

・調書 支給制限その
他の支給に関
する処分を行
うことができ
る期間又は5
年のいずれか
長い期間

①立案の検討に関する調査研究文書 ・自治体・民間企業の状況調査
・関係団体・関係者のヒアリング

②制定又は改廃のための決裁文書 ・訓令案・通達案
・行政文書管理規則案
・公印規程案

4 通達の制定又は改
廃及びその経緯

訓令及び通達の立案の検
討その他の重要な経緯
（１の項から2の項まで
に掲げるものを除く。）

10年 廃棄

その他の事項

⑶不服申立てに関する審
議会等における検討その
他の重要な経緯

裁決、決定そ
の他の処分が
される日に係
る特定日以後
10年

廃棄ただし、以下
について移管
・法令の解釈やそ
の後の政策立案等
に大きな影響を与
えた事件に関する
もの

⑷国又は行政機関を当事
者とする訴訟の提起その
他の訴訟に関する重要な
経緯

訴訟が終結す
る日に係る特
定日以後10年

廃棄ただし、以下
について移管
・法令の解釈やそ
の後の政策立案等
に大きな影響を与
えた事件に関する
もの

職員の人事に関する事項

3 ⑴職員の研修の実施に関
する計画の立案の検討そ
の他の職員の研修に関す
る重要な経緯

3年 廃棄
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業務の区分 当該業務に係る行政文書の類型 具体例
保存
期間

保存期間終了時
の措置

事　項

5 機構及び定員に関
する事項

機構及び定員の要求に関
する重要な経緯

機構及び定員の要求に関する文書並び
にその基礎となった意思決定及び当該
意思決定に至る過程が記録された文書

・大臣指示
・政務三役会議の決定
・省内調整
・機構要求書
・定員要求書
・定員合理化計画

10年 廃棄

6 栄典又は表彰に関
する事項

栄典又は表彰の授与又は
はく奪の重要な経緯（５
の項⑷に掲げるものを除
く。）

栄典又は表彰の授与又ははく奪のため
の決裁文書及び伝達の文書

・選考基準
・選考案
・伝達
・受章者名簿

10年 廃棄

①行政文書ファイル管理簿その他の業
務に常時利用するものとして継続的に
保存すべき行政文書

・行政文書ファイル管理簿 常用（無期
限）

②取得した文書の管理を行うための帳
簿

・受付簿 5年

③決裁文書の管理を行うための帳簿 ・決裁簿 30年
④行政文書ファイル等の移管又は廃棄
の状況が記録された帳簿（⑤に掲げる
ものを除く。）

・移管・廃棄簿 20年

⑤第22条第4項に規定する行政文書
ファイル等の廃棄の記録

・廃棄の記録 5年

8 契約に関する事項 契約に関する重要な経緯
（1の項から25の項まで
に掲げるものを除く。）

契約に係る決裁文書及びその他契約に
至る過程が記録された文書

・仕様書案
・協議・調整経緯

契約が終了す
る日に係る特
定日以後5年

廃棄

(1)儀式礼典（行事）に
関すること

各種行事の参加案内に関する文書 ・海上保安学校入校式・修了式
・海の日記念式典
・体験航海・展示訓練　等

1年

①上部組織からの庶務的内容及び他の
部課が所掌する事務に関する周知文書
並びに軽微な申請・報告文書

・庁舎等におけるセキュリティ対策の強化
・視閲計画
・情報管理、情報セキュリティ対策
・会計監査、物品検査
・巡視船艇等解役及び配属替え
・他課所掌の会議
・他課所掌の訓練
・身分証明書の交付申請・返納報告　等

3年

②他の部課が所掌する事務の規則類の
周知のための文書

・他部課所掌規則の概要周知資料 1年未満

(2)庶務的内容の周知等
に関すること

9 総務課庶務係所掌
事務【庶務、機
密、儀式礼典、秘
書、庁中取締り、
自動車保守運用、
他部課係に属さな
い事務(他の事項に
掲げるものを除
く。)】に関する事
項

廃棄

第七管区海上保安本部総務部総務課の所掌に係る事務

7 文書の管理等に関
する事項

文書の管理等 以下について移管
・移管・廃棄簿
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業務の区分 当該業務に係る行政文書の類型 具体例
保存
期間

保存期間終了時
の措置

事　項

(3)官用車の運用に関す
ること

運転従事者に関する文書 ・官用車等の運転従事者の指名・解除 5年

(4)秘書（庶務管理）に
関すること

委嘱に関する文書 ・門司税関密輸出入取締対策地区協議会委員
・北九州商工会議所顧問　等

3年

(1)公印の管理に関する
こと

公印の作成及び廃止に関する文書 ・公印作成届
・公印廃止届

10年 廃棄

①業務に常時利用するものとして継続
的に保存すべき行政文書

・標準文書保存期間基準（保存期間表） 常用（無期
限）

②秘密文書の管理に関する文書 ・秘密文書管理簿 10年
・書留簿 3年

・郵便切手受払簿
・物品受払簿

5年

④本部達その他の規則の制定又は改廃
に関する文書

・達簿
・達原議

10年

⑤行政文書整理月間に関する文書 ・文書整理月間
・公文書管理研修

3年

⑥文書管理の監査に関する文書 ・監査計画
・監査実施報告

5年

(3)行政文書及び個人情
報の情報公開に関するこ
と

行政文書及び個人情報の情報公開に関
する文書

・行政文書開示請求
・個人情報開示請求

10年 廃棄

(1)海上保安部及び海上
交通センターの次長の職
務の範囲等に関すること

職務範囲及び職務代行順位に関する文
書

・職務指令書 3年 廃棄

(2)管区本部等の後援名
義の使用に関すること

各種行事における後援名義の使用に関
する文書

・後援名義使用承認 5年 廃棄

(3)便宜供与に関するこ
と

取材協力及び巡視船艇への同乗等の便
宜供与に関する文書

・報道機関への取材協力
・巡視船艇への同乗申請
・訓練の展示、船内見学

5年 廃棄

(4)行政の考察に関する
こと

さわやか行政サービスに関する文書 ・福岡地区さわやか行政サービス推進協議会開催
案内

3年 廃棄

①地震等災害の対応に関する文書 ・対応状況
・広報文

10年

②地震等災害の対策に関する文書 ・地震津波災害対応マニュアル
・防災連絡会
・関係機関、関係団体、民間企業等との相互協力
協定

5年

11

(5)危機管理の総合調整
に関すること

以下については移
管
・激甚災害に指定
される災害で、当
管区本部に対策本
部が設置された災

10 総務課文書係所掌
事務【公印管理、
公文書管理(他の事
項に掲げるものを
除く。)】に関する
事項

(2)公文書の管理に関す
ること

廃棄
③公文書の接受・発送に関すること

総務課企画係所掌
事務【総合調整、
諸規則の制定改
廃、機構、広報、
本部会議(他の事項
に掲げるものを除
く。)】に関する事

項
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業務の区分 当該業務に係る行政文書の類型 具体例
保存
期間

保存期間終了時
の措置

事　項

③上部組織（海上保安庁国際危機管理
官）から通知される文書

・海上保安庁業務継続計画
・警備実施等の準備・支援
・関係行政機関からの協力要請

5年

④訓練に関する文書 ・地震災害対策訓練
・通信事業者との訓練　等

3年

⑤警備実施等に関する文書
　（七管区本部が発出する文書）

・警備実施に関する文書
・警衛・警護実施に関する文書

10年

①広報の活動及び手法等に関する文書 ・緊急通報用電話番号の周知活動
・広報マニュアル
・記者会見の実施要領　等

5年

②広報の担当職員に関する文書 ・広報映像担当官の指名
・広報派遣要員の指名

3年

③海上保安業務の常設展示に関する文
書

・常設展示場におけるアドバイザーの選任 5年

(7)業務協力の総合調整
に関すること

他の行政機関及び庁内の他組織からの
業務協力依頼に関する文書

・施設見学依頼
・巡視船艇及び職員の派遣依頼
・巡視船の寄港に伴う支援依頼　等

3年 廃棄

(8)情報の管理体制に関
すること

上部組織から通知されるカウンターイ
ンテリジェンス（防諜）に関する文書

・海外渡航時における留意事項　等 3年 廃棄

(9)特別警戒等の総合調
整に関すること

年末年始における特別警戒及び安全指
導に関する文書

・実施要領
・実施細目　等

3年 廃棄

(10)国民保護に関するこ
と

国民保護計画及び訓練に関する文書 ・上部組織からの当庁国民保護計画の変更
・関係地方公共団体からの県国民保護計画の変更
・関係機関等による国民保護訓練

3年 廃棄

(11)国民からの陳情及び
要望に関すること

漁業関係者からの密漁取締り又は虞犯
海域の巡視しょう戒に関する陳情及び
要望文書

・陳情書
・要望書

5年 廃棄

(12)当管区本部の所管事
項の総合調整に関するこ
と

当管区本部の所管事項に関する幹部職
員の引継ぎ事項及び上部組織への報告
資料

・所管事項説明資料
・現状報告書

5年 廃棄

①当管区本部の業務運営基本方針に関
する文書

・第七管区海上保安本部業務運営基本方針 5年

②当管区本部の各業務別の運営委員会
の設置及び作業部会の設置等に関する
文書

・各業務運営委員会・作業部会の設置 3年

新型コロナウィルス感染症に係る対応
に関する文書

5年 移管

害に係るもののう
ち①の文書

(6)広報・公聴に関する
こと

廃棄

廃棄(13)当管区本部の業務運
営の総合調整に関するこ
と
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業務の区分 当該業務に係る行政文書の類型 具体例
保存
期間

保存期間終了時
の措置

事　項

(14)当管区本部のホーム
ページによる広報

当管区本部のホームページ上の掲載文
書

・ホームページ掲載コメント
・ホームページ掲載文書

常用
（無期限）

(15)海上保安庁ツイッ
ターによる広報

海上保安庁ツイッター上の当管区から
の投稿文書

・ツイッター掲載コメント
・ツイッター掲載資料

常用
（無期限）

①業務監察に関する文書 ・監察計画
・書面調査の実施
・監察報告
・改善通知
・措置状況の確認

②事故監察に関する文書 ・事故等報告
・事故対策検討結果

③巡視船艇等の安全運航の推進に関す
る文書

・安全運航推進本部の設置
・安全対策に係る取り組み

④公益通報に関する文書 ・公益通報処理要領
(1)留置に関すること 留置業務に関する文書 ・留置施設の監査

・留置業務の教養
・被留置者の食糧等に要する経費

5年 廃棄

(2)犯罪被害者等の権利
利益の保護に関すること

犯罪被害者の支援に関する文書 ・遺体修復・遺体搬送年間実績報告 5年 廃棄

(3)取調べの適正化に関
すること

取調べ監査に関する文書 ・監査実施状況報告 5年 廃棄

14 国家賠償に関する
事項

国家賠償に関すること 業務遂行上の事故等に伴う国家賠償法
に基づく損害賠償に関する文書

・賠償償還及払戻金の予算措置
・示談書

5年 廃棄

①職員相談業務取扱責任者に関する文
書

・職員相談業務取扱責任者等の指名・解除 3年

②職員相談業務の実績に関する文書 ・職員相談実績報告 1年
16 所掌事務に関する
事項共通

全業務共通 ①別途、正本・原本が管理されている
業務文書の写し
②定型的・日常的な業務連絡、日程表
等
③出版物や公表物を編集した文書
④海上保安庁の所掌事務に関する事実
関係の問合せへの対応
⑤明白な誤り等の客観的な正確性の観
点から利用に適さなくなった文書
⑥意思決定の途中段階で作成したもの
で、当該意思決定に与える影響がない
ものとして、長期間の保存を要しない
と判断される文書

1年未満 廃棄

廃棄

13 警務管理に関する
事項

15 職員相談に関する
事項

職員相談業務に関するこ
と

12 監察に関する事項 監察（業務改善）に関す
ること

5年 廃棄
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